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議案第４９号 

白岡市住民投票条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、白岡市自治基本条例（平成２３年白岡町条例第６号）

第１９条第２項の規定に基づき、住民投票の実施に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（住民投票に付することができる事項） 

第２条 住民投票に付することができる市政に関する重要事項（以下「重

要事項」という。）は、市が処理する事務のうち、現在又は将来の住民

福祉に重大な影響を与え、又は与える可能性のある事項であって、市民

の間又は市民、議会若しくは市長の間に重大な意見の相違が認められる

状況があるなど、市民に直接その賛成又は反対を問う必要があるものと

する。ただし、次に掲げる事項を除く。 

⑴ 法令の規定に基づいて投票を行うことができる事項  

⑵ 専ら特定の市民又は地域に関する事項  

⑶ 市の組織、人事及び財務に関する事項  

⑷ 市の権限に属さない事項 

⑸ 市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関する事項  

⑹ 前各号に定めるもののほか、住民投票に付することが適当でないと

市長が認める事項 

（住民投票の執行） 

第３条 住民投票は、市長が執行するものとする。  

２ 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規

定に基づき、その権限に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を

白岡市選挙管理委員会（以下「選挙管理委員会」という。）に委任する

ものとする。 

（投票資格者） 

第４条 住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第９条第２項の規定により本

市の議会の議員及び長の選挙権を有する者とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、公職選挙法第１１条第１項及び第２項の規

定により選挙権を有しない者については、住民投票の投票資格を有しな

い。 

（住民投票の請求等） 

第５条 投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の６分の１

以上の者の連署をもって、その代表者から、市長に対し、住民投票の実

施の請求（以下「市民請求」という。）をすることができる。 

２ 前項の規定により市民請求をしようとする代表者は、規則で定めると

ころにより、あらかじめ、市長に対し、住民投票に付そうとする事項が

重要事項に該当することの確認の請求をするとともに、代表者であるこ

との証明書の交付を申請しなければならない。  

３ 前２項に掲げるもののほか、市民請求に関し必要な事項は、地方自治

法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）及び地方自治法施行

規則（昭和２２年内務省令第２９号）に規定する市町村における直接請

求の例による。 

４ 議会は、議員の定数の１２分の１以上の者の賛成を得て議員提案され、

かつ、出席議員の過半数の賛成を得ることにより、市長に対し、住民投

票の実施の請求（以下「議会請求」という。）をすることができる。 

５ 市長は、自ら住民投票の発議（以下「市長発議」という。）をし、実

施することができる。 

（住民投票の実施） 

第６条 市長は、市民請求があったとき又は議会請求があったときは、住

民投票を実施しなければならない。  

２ 市長は、住民投票を実施するときは、直ちにその要旨を公表するとと

もに、選挙管理委員会にその旨を通知しなければならない。 

（住民投票の形式） 

第７条 住民投票に付する事項は、二者択一で賛成又は反対を問う形式の

ものでなければならない。 

（投票資格者名簿の調製等） 

第８条 選挙管理委員会は、投票資格者について、規則で定めるところに
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より投票資格者名簿を調製するものとする。  

２ 選挙管理委員会は、前項の投票資格者名簿の調製について、公職選挙

法第１９条から第３０条までに規定する選挙人名簿の調製をもってこれ

に代えることができる。この場合において、同法第２７条第１項に規定

する表示がある者は、投票資格者名簿に登録されていないものとみなす。 

（住民投票の期日） 

第９条 選挙管理委員会は、第６条第２項の規定による通知のあった日か

ら起算して３０日を経過した日から９０日を経過する日までの期間の範

囲内において、住民投票の期日（以下「投票日」という。）を定め、こ

れを公表しなければならない。 

２ 選挙管理委員会は、投票日その他規則で定める事項を当該投票日の７

日前までに告示しなければならない。 

（投票所等） 

第１０条 投票所及び第１３条第７項に規定する期日前投票の投票所（以

下「期日前投票所」という。）は、規則で定めるところにより、選挙管

理委員会の定める場所に設ける。 

２ 選挙管理委員会は、投票所にあっては、投票日の５日前までに、期日

前投票所にあっては、前条第２項の規定による告示の日（以下「告示日」

という。）にその場所を告示しなければならない。  

（投票資格者名簿の登録及び投票）  

第１１条 投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をすることがで

きない。 

２ 投票資格者名簿に登録された者であっても、投票資格者名簿に登録さ

れることができない者であるときは、投票をすることができない。 

（投票資格者でない者の投票） 

第１２条 住民投票の当日又は期日前投票の日において投票資格者でない

者は、投票をすることができない。  

（投票の方法） 

第１３条 住民投票は、１人１票に限り、無記名で行うものとし、秘密投

票とする。 
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２ 住民投票の投票を行う投票資格者（以下「投票人」という。）は、投

票の当日、自ら投票所に行き、投票をしなければならない。  

３ 投票人は、住民投票に付された事項に賛成するときは投票用紙の賛成

欄に、反対するときは投票用紙の反対欄に、自ら○の記号を記載しなけ

ればならない。 

４ 前項の規定による記載の方法は、○の記号を表す印を押す方法又は○

の記号を自書する方法によるものとする。 

５ 第３項の規定にかかわらず、心身の故障その他の理由により、自ら投

票用紙に○の記号を記載することができない投票人は、規則で定めると

ころにより、代理投票をさせることができる。  

６ 第３項の規定にかかわらず、視覚に障害を有する投票人は、規則で定

めるところにより、点字投票をすることができる。この場合において、

点字投票を行う投票人は、住民投票に付された事項に賛成するときは賛

成と、反対するときは反対と点字用の投票用紙に点字により自書しなけ

ればならない。 

７ 投票人は、第２項の規定にかかわらず、規則で定めるところにより期

日前投票又は不在者投票を行うことができる。  

（無効投票） 

第１４条 前条第３項に規定する投票について、次の各号のいずれかに該

当する投票は、無効とする。 

 ⑴ 所定の投票用紙を用いないもの 

⑵ ○の記号以外の事項を記載したもの 

⑶ ○の記号のほか、他事を記載したもの  

⑷ ○の記号を投票用紙の賛成欄及び反対欄のいずれにも記載したもの  

⑸ ○の記号を投票用紙の賛成欄又は反対欄のいずれに記載したか判別

し難いもの 

 ⑹ 白紙投票 

２ 前条第６項に規定する点字投票について、次の各号のいずれかに該当

する投票は、無効とする。 

 ⑴ 点字用の投票用紙を用いないもの 
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 ⑵ 賛成又は反対以外の事項を記載したもの  

 ⑶ 賛成又は反対のほか、他事を記載したもの  

 ⑷ 賛成又は反対を共に記載したもの 

 ⑸ 賛成又は反対のいずれを記載したのか判別し難いもの  

 ⑹ 白紙投票 

（情報の提供） 

第１５条 市長は、告示日から投票日の前日までの間、住民投票に付され

る事項の要旨、投票日、投票場所その他住民投票の実施に関し必要な情

報を広報その他適当な方法により、投票資格者に対して提供するものと

する。 

（投票運動） 

第１６条 住民投票に関する運動は、自由とする。ただし、買収、強迫等

により投票資格者の自由な意思が拘束され、若しくは不当に干渉され、

又は市民の平穏な生活環境が侵害されるものであってはならない。  

（開票所等） 

第１７条 開票所は、選挙管理委員会の指定した場所に設ける。 

２ 選挙管理委員会は、あらかじめ開票の場所及び日時を告示しなければ

ならない。 

（住民投票の成立等） 

第１８条 住民投票は、規則で定めるところにより、一の住民投票に投票

した者の総数が当該住民投票の投票資格者数の２分の１に満たないとき

は、成立しないものとする。 

２ 住民投票は、投票の成立又は不成立にかかわらず、開票するものとす

る。  

３ 市長は、投票総数、開票の結果その他規則で定める事項が確定したと

きは、規則で定めるところにより、直ちにこれを告示するとともに、市

民請求又は議会請求に係る住民投票について、当該告示の内容を当該市

民請求に係る代表者又は議会議長に通知するものとする。 

（結果の尊重） 

第１９条 市民、議会及び市長は、住民投票の結果（不成立となった場合



6 

 

を除く。）を尊重するものとする。 

（投票及び開票） 

第２０条 前条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し

必要な事項は、公職選挙法、公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９

号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）に規定す

る地方公共団体の議会の議員及び長の選挙の例による。  

（再請求等の制限期間） 

第２１条 この条例による住民投票が実施された場合には、第１８条第３

項の規定による告示の日の翌日から起算して２年が経過するまでの間は、

当該投票に付された事項と同一の事項又は同趣旨の事項について、市民

請求、議会請求又は市長発議を行うことはできない。  

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

附 則 

 この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。  

 

 


